平成2２年の送検事例
１　労働基準法・最低賃金法違反被疑事件

（１）賃金不払　≪ 最低賃金法第4条  ≫
　　　　計量器・測定器製造業を営む事業主が、労働者８名に対し、約2か月

　　　分の賃金、総額約422万円を各月の所定支払期日に支払わなかったもの。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　製造業　）

　　　【参考】賃金不払における労働基準法と最低賃金法との関係

　　　　　賃金を全く支払っていないなどの場合には、労働基準法第24条違反

　　　　と最低賃金法第4条違反に該当しますが、両者は法条競合関係という

　　　　ことになり、特別法に当たる最低賃金法第4条違反の１罪が成立する

　　　　こととなります。

　　　　　実際には、賃金の一部が支払い済みのケースもありますので、例えば次のように区分されます。

　　　　　① 賃金の全額が未払いの場合（まったく支払われていない場合）と

　　　　　② 一部支払われた賃金があり、その支払済み額が地域別最低賃金額

　　　　　　 に満たない場合

　　　　　　　　　⇒　最低賃金法第4条違反

　　　　　③ 一部支払われた賃金があり、その支払済み額が地域別最低賃金額

　　　　　　 以上である場合

　　　　　　　　　⇒　労働基準法第24条違反

（２）賃金不払い残業　≪労働基準法第32条、第37条  ≫
　　　　自動車部品及び住宅関連部品の製造を営む事業主が、時間外・休日労

　　　働に関する協定届における限度時間（１日6時間、１か月45時間）を超

　　　えて、時間外労働、深夜労働を行わせたもの。
　　　　時間外労働及び深夜労働に係る割増賃金（通常の労働時間の賃金の計

　　　算額の2割5分以上の率で計算した割増賃金）を所定支払日に支払わな

　　　かったもの。

　　　　労働基準監督官が行った是正勧告の是正期日までに是正せず、その後

　　　の再三にわたる指導にも応じなかったもの。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　製造業　）
２　労働安全衛生法違反被疑事件
（１）元請け事業者が下請事業者の墜落防止措置を講じず死亡事故　
　　　　　　　　　≪ 労働安全衛生法第31条  ≫
　　　 下水道水処理施設築造工事において、2次下請けの労働者に梁や足場上

　　　で型枠材料の運搬作業を行わせるに当たり、高さ2メートル以上で墜落

　　　により危険を及ぼすおそれがあったにもかかわらず、手すり等を設けて墜落防止措置を講じていなかった。その結果、当該労働者が高さ5メートルの梁の端から墜落して死亡したもの。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　建設業　）
（２）コンベアの回転軸へ巻き込まれて死亡事故

　　　　　　　　　≪ 労働安全衛生法第20条  ≫
　自動車部品等の製造を営む事業場で、ウレタンのスライス加工作業を労働者に行わせるにあたり、材料供給用コンベアの回転ローラーの回転軸が露出しており、巻き込まれの危険があったにもかかわらず、カバー等を設けておらず、当該労働者が巻き込まれて死亡したもの。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　製造業　）
（３）労災かくし　≪ 労働安全衛生法第100条  ≫
　　　　土木工事業を営む事業者が施工する工事現場で、労働者が、法面の測
　　　量作業中に骨折等の負傷し、4日以上休業したにもかかわらず、この労働
　　　災害について、『労働者死傷病報告』（様式第23号）を遅滞なく所轄労働
　　　基準監督署長に提出しなかったもの。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　建設業　）
